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個人化するイノベーションに対応した 

都市戦略が必要だ 
高木聡一郎（国際大学 GLOCOM 主幹研究員/教授）

◆ 遠かった都市とイノベーションの関係 

これまで、都市にとってイノベーションは重要な

課題でありつつも、どこか遠い存在であった。確か

に、「地域イノベーションシステム」や「クリエイテ

ィブシティ」などのキーワードの下で、いかに都市

や地域におけるイノベーションを促進し、地域活性

化につなげていくかという議論が行われてきた。し

かし、特に行政の立場から見れば、イノベーション

の主な担い手は企業であり、企業の内部で行われて

いる活動はブラックボックスである。公的な視点か

らは、どのような企業や大学、研究機関を誘致する

かという大枠の議論に留まり、直接的にイノベーシ

ョンを促進する活動には踏み込めなかった面がある。 

◆ イノベーションの担い手としての個人の浮上 

しかし、この状況は変わりつつある。イノベーシ

ョンの担い手として、個人が急浮上しているからだ。

プラットフォームの普及によって、個人でもスマー

トフォンのアプリケーションを開発して提供するな

ど、世界を相手にビジネスを行うことが容易になっ

た。また、シェアリング・エコノミーは、個人が持

っている空いた時間、車、スキルなどの資源を互い

に融通できるよう仲介している。シェアリングのプ

ラットフォームは、決済のエスクローとユーザによ

る評価を組み合わせることによって、顔の見えない

個人間での取引における信頼の問題を解決してきた。 

また、そもそもテクノロジーによって情報が自由

に流通するようになったことで、だれでも最先端の

知識にアクセスできるようになり、一人で担える範

囲が大きく拡大している。以前は数百人で開発しな

ければ実現しなかったソフトウェアの機能も、現在

では数名で開発することも可能になった。 

 こうした技術的ブレークスルーの結果、世界中で

起業する人や、フリーランスで働くことを選ぶ人が

増えている。例えば米国では近年フリーランスが急

速な勢いで普及しており、5,730 万人に達しているi。

これは総労働人口における割合で 35.8%を占めてお

り、米国の GDP のおよそ 10 分の 1 はフリーランス

が支えている。特にフリーランサーは若い世代に多

く、働いているミレニアム世代の 47％にも上ってい

る。 

 

 
 

わが国においても、ベンチャー企業への投資が増

加している。国内のベンチャー企業への投資は、2014

年に 727 件だったものが、2017 年には 1,344 件へと

増加しているii。ベンチャー投資自体は、過去に、よ

り多かった時期もあるが、ここ数年はピッチコンテ

ストやコーポレートベンチャリングが急速に普及し

ており、起業の裾野が大きく広がってきた点に違い

がある。 

そのほか、兼業・副業の推進という流れもあり、

経済の担い手として、「企業」に代わって「個人」に

着目する必要が出てきている。 

◆ 産業の個人化に対応したコミュニティ 

その一方で、すべての人がフリーランスとして働

く場合、各個人が孤立してしまう可能性がある。特

に在宅勤務は通勤の面では便利であるものの、一日

中自宅に籠って仕事をするだけでは、対話による知
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識の創発という点では限界がある。また、人間にと

って、コミュニティへの帰属意識も重要である。 

 そこで重要性を増しているのが、コワーキングス

ペースである。スタートアップ企業の創業者、フリ

ーランサー、企業の従業員など、さまざまな人々が

オフィスをシェアし、働くことができる環境が生ま

れている。コワーキングスペースはロンドン、ニュ

ーヨーク、シカゴなどの大都市で年率 20%以上の勢

いで成長しており、2018 年初頭時点で世界に 14,000

箇所以上あるとされているiii。 

 筆者も 2018 年 11 月にロンドンでコワーキングス

ペースの現地調査を行ったが、大手のコワーキング

スペース事業者が運営しているところもあれば、ホ

テルのロビーを解放しているところや、コミュニテ

ィやリラックス感に特色があるようなものまで、多

様なスペースが生まれていることがわかった。 

しかも、コワーキングスペースは単なるオフィス

空間のシェアだけではない。例えば大手コワーキン

グスペースの WeWork では、専用のアプリで他の入

居者の情報を探すことができる。Web デザインがで

きる人、データベース設計をできる人などをアプリ

から探し、居場所を見つけてすぐに仕事を発注する

ことも可能だ。 

コワーキングスペースは、単なる「シェアオフィ

ス」ではなく、企業に代わる新しいコミュニティで

もあり、労働市場にもなりつつある。異なる企業、

業種、コンテクストの中で働いている人と日常的に

接点を持つことができれば、それだけ刺激を得るこ

とができる。また、働き方に関する価値観を共有す

る人々の間で仕事の融通を行えるという面では、コ

ワーキングスペースは企業に代わる新しい組織とも

言える。 

◆ イノベーションのゆりかごとしての 

都市戦略が必要 

コワーキングスペースの増加は、個人がワークス

ペースの面でも、仕事内容の面でも、企業内に閉じ

て働くのではなく、より主導権をもって自律的に働

く社会への転換を示している。こうした個人化する

イノベーションのプロセスをどうサポートしていく

かが今後の大きな課題である。都市の視点からは、

イノベーションをブラックボックスとして企業任せ

にするのではなく、積極的にサポートする仕組みが

期待される。すなわち、都市そのものがいわばイノ

ベーションの「ゆりかご」としての重要性を持って

くると考えられる。 

事業規模が小規模化し、企業の垣根を超えたコラ

ボレーションがより必要な社会では、どれだけ多様

性を持った人が同じ地域で働き、容易にコミュニケ

ーションを取れるかが重要である。こうした構造に

着目した、新しいイノベーションの発信地となる地

域が生まれてきている。 

 例えば、ニューヨーク郊外のブルックリン、ドイ

ツの旧東ベルリン、ロンドンの東側、すなわちイー

ストエンドと呼ばれるエリアなどは、新しいイノベ

ーションの中心地として急速に発展しつつある。 

いずれの街にも共通するのは、大都市近郊にあっ

た比較的貧しいエリアに、アーティストや起業家な

ど、多様性と創造性に富んだ人材がコストの低さか

ら集積し、彼らとそのエリア環境とが互いに刺激し

合っていくことで、それらの地域がイノベーション

の中心地として成長していく姿である。創造性を刺

激する生活環境、心地よく交流を促す空間デザイン、

低い生活コスト、鍵となるアーティストや起業家ら

の誘致などが組み合わさって初めて、そのような成

長過程に入ると考えられる。 

「デジタル・トランスフォーメーション」という

言葉のもと、社会の仕組みやビジネスモデルを根本

的に変革することが注目されているが、そのために

はこれまでの常識を疑い、まったく新しい価値観や

社会の仕組みを構想する力が必要になる。 

そうした思考は、アートや社会運動とも深く通じ

ている。現代社会において提起すべき課題、解決す

べき問題は何かといったことを考えるためには、普

段のビジネスとは異なる視点を持った人材との交流

も必要である。イノベーションを地域で推進してい

くためには、個に立脚した、多様な人材が集まり、

交流できる環境が必要だろう。その一方で、発展に

伴って地価が高騰し、多様性が失われる「ジェント

リフィケーション」をいかに防止するかも課題であ

る。 

イノベーションの担い手が企業から個人にシフト

する中、都市としてどのような人材を集め、相互作

用を活性化させるコミュニティをどのように作って

いけるか、新たな戦略を練る必要が出てきている。 

                                                   
i Edelman Intelligence (2017) Freelancing in America: 2017. 
ii 一般財団法人ベンチャーエンタープライズセンター『ベ

ンチャー白書 2018』. 
iii https://allwork.space/2018/03/coworking-is-the-new-normal- 
and-these-stats-prove-itt/. 


